
 

平成３０年度 第２回庁議要旨 

 

日時：平成３０年４月２４日（火） 

午前９時～午前９時５０分 

会場：庁議室 

[審議事項] 

１ 旧飯野川第二小学校跡地（土地・建物）の売払いについて（産業部） 

旧飯野川第二小学校跡地は、平成２７年４月の閉校以来、遊休財産となっていたが、平成２８年

４月に、リチウムイオン二次電池の製造技術を有する地元企業から工場として活用できないかとの

相談があり、平成２９年度第５回庁議において遊休財産の有効活用、新たな企業の立地による産業

の振興と雇用の創出に寄与するものとして、企業誘致のために活用する方針が確認されている。 

遊休財産となっている小学校跡地（土地・建物）を有効活用し、新たな企業の立地による産業の

振興と雇用の創出を図るもの。 

 

(1) 主な内容 

現在、遊休財産となっている旧飯野川第二小学校跡地（土地・建物）を売り払う。 

① 処分財産 

   ア 土地 

所 在 地：石巻市皿貝字宮田 7番 3及び中島字五三郎 172番 1 

地  目：宅地 

地  積：13,447.55㎡   

評 価 額：63,700,000円  

イ 建物 

    構  造：鉄筋コンクリート造 2階建て  

建築年月：昭和 61年 3月 

     建築面積：1,404.93㎡ 

      延床面積：2,027.96㎡  

評 価 額：23,000,000円（消費税及び地方消費税を含めると 24,840,000円） 

② 売払先 

    事 業 者 名：株式会社Ｉ・Ｄ・Ｆ 

    代 表 者：代表取締役 山本憲一 

    本社所在地：石巻市中島字新石湊 71番地 

    設立年月日：平成 25年 3月 29日 

    資 本 金：60,000千円 

    事 業 内 容：自動車用シート開発、電池製造 

③ 売払先の選定理由 

   「随意契約により普通財産（土地）を処分する場合の取扱基準」において、石巻市企業立地等

促進条例第３条第２号に規定する事業用地のあっせんを行うときは随意契約することができ

ると規定されており、早期復興の実現や集積産業の厚みを増すためにも、高度電子機械産業に



 

関連する事業者を先導的に誘致する必要があるため、リチウムイオン二次電池の製造技術を有

し、多賀城市内でリチウムイオン二次電池の試作を行っている株式会社Ｉ・Ｄ・Ｆと随意契約

するもの。 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年 ４月 株式会社Ｉ・Ｄ・Ｆと仮契約を締結 

       ６月 市議会第２回定例会に財産の処分及び売払収入に係る歳入予算案を提案 

          株式会社Ｉ・Ｄ・Ｆと本契約締結後に所有権移転 

１２月 株式会社Ｉ・Ｄ・Ｆの工場完成予定 

 平成３１年 ６月 株式会社Ｉ・Ｄ・Ｆの工場稼動予定 

 

[報告事項] 

１ 個人住民税における個人所得課税及びわがまち特例等の見直しについて（財務部） 

平成３０年度地方税制改正について、「地方税法等の一部を改正する法律」が平成３０年４月１

日に施行され、給与及び公的年金にかかる所得控除の見直し等が図られるとともに、近年急速に市

場が拡大している加熱式たばこの課税方式が見直しされた。また、固定資産税におけるわがまち特

例について、特例対象資産の新設により特例措置が拡充された。 

関係法令と同様の措置を講ずることにより、適正公平な市税の課税措置を図るもの。 

 

(1) 主な内容 

① 石巻市市税条例関係 

ア 個人住民税関係 

（ア）個人所得課税の見直し（平成３３年度分から適用） 

    給与所得控除・・・給与所得控除額を１０万円引下げ 

上限となる給与収入を１，０００万円から８５０万円に引下げ 

             控除の上限額を２２０万円から１９５万円に引下げ 

    公的年金等控除・・公的年金等控除額を１０万円引下げ 

公的年金等収入が１，０００万円超の場合、控除の上限額を１９５．５

万円に設定 

             公的年金等収入以外の所得が１，０００万円超の場合、控除額を引下げ 

           (１，０００万円超：１０万円引下げ、２，０００万円超：２０万円引下げ) 

    基礎控除・・・・・基礎控除額を１０万円引上げ 

             合計所得金額が２，４００万円超の納税義務者について、控除額が逓減・

消失する仕組みを設ける。 

 

（イ）特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）へのマイナンバーの記載（平成３０年度分

から適用） 

書面にて送付する場合、当面マイナンバーの記載を行わない。 

 

 



 

イ 市たばこ税関係 

  （ア）紙巻たばこの税率見直し 

      平成３０年１０月１日から３段階で引上げ 

                                    （1,000本当たり） 

  
現 行 

改 正 時 期 

H30.10.1 H31.10.1 H32.10.1 H33.10.1 

市たばこ税 

（引上額） 

5,262円 

（ － ） 

5,692円     

(430円) 
― 

6,122円     

(430円) 

6,552円     

(430円) 

※たばこ税：12,244円（国税：6,122円、県税：860円、市税：5,262円） 

※平成 30年 10月 1日から 3段階で引上げ。消費税増税時（H31.10.1）は引上げをしない。 

  （イ）紙巻たばこの税率見直し 

加熱式たばこは、パイプたばこに分類し、重量１ｇを紙巻たばこ１本に換算して課税し

ていたが、製品特性を踏まえ新たな課税区分として「加熱式たばこ」を新設し、従来の「重

量」の計算方式を見直すとともに、「重量と価格」に応じた課税方式を導入する。 

 

ウ 固定資産税関係 

  （ア）わがまち特例制度における課税標準の特例（廃止１件、追加７件、延長１２件） 

     ・津波避難施設に係る対象施設等を追加した上、３年間延長 

     ・特定再生可能エネルギー発電施設に係る対象施設等を追加した上、２年間延長 

  （イ）平成３０年度評価替え（３年に１回）に係る、土地の負担調整措置 

     ・現行の仕組みを３年間延長 

 

② 石巻市都市計画税条例関係 

ア わがまち特例制度における課税標準の特例（延長１件） 

    ・都市再生特別措置法に規定する認定誘導事業者が設置する公共施設等を２年間延長 

イ 平成３０年度評価替え（３年に１回）に係る、土地の負担調整措置 

    ・現行の仕組みを３年間延長 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年３月３１日付けで石巻市市税条例等及び石巻市都市計画税条例の一部改正について

専決処分を行っており、次回に開催される市議会に報告し、その承認を求める。 

 

２ 石巻市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税の適用期限の延長について（財務部） 

産業振興と雇用拡大の一環として、「地域再生法」及び「石巻市地方活力向上地域における固定

資産税の不均一課税に関する条例」の規定に基づき、当該地域において新設・増設した該当資産に

ついて、固定資産税の不均一課税を実施しているが、関係省令の一部改正により適用期限が２年間

延長された。 

  関係省令と同様の措置を講ずることにより、適正公平な市税の課税措置を図るもの。 

 

 



 

(1) 主な内容 

地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税の適用期限を２年間延長するもの。 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年３月３１日付けで石巻市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関す

る条例について一部改正の専決処分を行っており、次回に開催される市議会に報告し、その承認を

求める。 

 

３ 国民健康保険税の課税限度額及び軽減判定所得の見直しについて（健康部） 

消費者物価の上昇等の経済動向を踏まえ、「地方税法施行令等の一部を改正する政令」が公布さ

れたことに伴い、国民健康保険税の課税限度額及び低所得者に係る軽減判定所得が見直された。 

関係法令と同様の措置を講ずることにより、適正公平な課税措置を図るもの。 

 

(1) 主な内容 

① 課税限度額の見直し 

 改 正 現 行 

基礎課税額分（医療分） ５８万円 ５４万円 

後期高齢者支援金等分 １９万円 １９万円 

介護納付金分 １６万円 １６万円 

合計 ９３万円 ８９万円 

② 低所得者に係る保険税軽減判定所得の見直し 

軽減割合 改 正 現 行 

７割軽減 基礎控除額(３３万円)以下 基礎控除額(３３万円)以下 

５割軽減 ３３万円＋２７．５万円×被保険者数 ３３万円＋２７万円×被保険者数 

２割軽減 ３３万円＋５０万円×被保険者数 ３３万円＋４９万円×被保険者数 

※１ 軽減は、応益分（均等割額、平等割額）の軽減割合 

※２ 被保険者数には、特定同一世帯所属者数（同じ世帯の中で国民健康保険の被保険者から後 

期高齢者医療の被保険者に移行した者）を含む。 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年３月３１日付けで石巻市国民健康保険税条例について一部改正の専決処分を行って

おり、次回に開催される市議会に報告し、その承認を求める。 

 

４ 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う国による避難指示等の対象地域における被保険者の

国民健康保険税及び介護保険料の免除措置の延長について（健康部） 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う国による避難指示等の対象地域における被保険者の

国民健康保険税及び介護保険料については、国の全額の財政支援により、平成２９年度まで免除措

置を行ってきたところであるが、平成３０年度においても、全額の財政支援が延長された。 

国民健康保険税及び介護保険料の免除措置を延長することにより、被災者の経済的負担の軽減を

図るもの。 



 

(1)  主な内容 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う国による避難指示等の対象地域における被保険者の

国民健康保険税及び介護保険料の免除措置を平成３１年３月分まで１年間延長する。 

【免除措置に係る新旧対照表】 

区  域 所得区分 改 正 現 行 

帰還困難区域等 － 
平成３１年３月分まで 平成３０年３月分まで 

旧避難指示区域等 上位所得層を除く 

※帰還困難区域等 ：帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域の３つの区域 

※旧避難指示区域等：平成２５年度以前に指定が解除された①旧緊急時避難準備区域等（特定避難

勧奨地点を含む。）、平成２６年度に指定が解除された②旧避難指示解除準備

区域等（田村市の一部、川内村の一部及び南相馬市の特定避難勧奨地点）、

平成２７年度に指定が解除された③旧避難指示解除準備区域（楢葉町の一

部）、平成２８年度及び平成２９年４月１日に指定が解除された④旧居住制

限区域等（葛尾村の一部、川内村の一部、南相馬市の一部、飯館村の一部、

川俣町の一部、浪江町の一部及び富岡町の一部）の４つの区域等 

※上位所得層 国保：世帯に属する被保険者の基準所得額を合算した額が６００万円を超える世帯 

介護：被保険者個人の合計所得金額が６３３万円以上 

【免除対象者】 

国民健康保険税３世帯、介護保険料１人（平成３０年３月現在） 

 

(2)  今後の予定 

平成３０年３月３１日付けで東日本大震災に伴う石巻市国民健康保険税の減免に関する条例及

び東日本大震災に伴う石巻市介護保険料の減免に関する条例の一部改正について専決処分を行っ

ており、次回に開催される市議会に報告し、その承認を求める。 

 

５ 石巻市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関

する基準の見直しについて（健康部） 

「介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省令」が平成３０年３月２２日に公布され、同年

４月１日より施行されることに伴い、看護小規模多機能型居宅介護において、診療所からの参入を

進めるよう指定基準が緩和された。 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、地域包括ケアシステムの推進が求められる

中で、適切な医療・介護サービスを切れ目なく受けることができる体制整備の一つとして、看護小

規模多機能型居宅介護への参入機会を増やすもの。 

 

(1)  主な内容 

指定地域密着型サービス事業及び指定地域密着型介護予防サービス事業の申請者の資格を次の

ように改める。 

 

 

 



 

① 申請者の資格要件 

改          正 現          行 

 

法人又は病床を有する診療所を開設し

ている者（複合型サービス（看護小規模多

機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申

請に限る。）とする。ただし、石巻市暴力

団排除条例（平成２４年石巻市条例第４

２号）第２条第４号に規定する暴力団員

等を除く。 

  

法人（石巻市暴力団排除条例（平成２

４年石巻市条例第４２号）第２条第４号

に規定するものを除く。）とする。 

② 市内の対象事業者 

   １事業所（平成３０年４月１日現在） 

 

(2)  今後の予定 

平成３０年３月３１日付けで石巻市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護

予防サービス事業者の指定に関する基準を定める条例について一部改正の専決処分を行ってお

り、次回に開催される市議会に報告し、その承認を求める。 

 

６ 石巻トゥモロービジネスタウンの分譲再開について（産業部） 

石巻トゥモロービジネスタウンは、平成２６年３月に独立行政法人中小企業基盤整備機構から事

業承継された産業用地であるが、未分譲地のほとんどは東日本大震災による応急仮設住宅用地とし

て使用されている。 

平成２９年度から応急仮設団地の段階的な集約化が進み、平成３２年度までに全ての撤去が完了

する予定となっている。 

東日本大震災で被災又は公共事業により移転を余儀なくされている事業者の受け皿として、また、

新たな企業の立地による産業の振興と雇用の創出を図るため、分譲を開始するもの。 

 

(1) 主な内容 

① 分譲地：１５区画 ９９，９１７㎡ 

第１期（平成３０年度分譲開始） ６区画 ２６，９８９㎡ 

第２期（平成３１年度分譲予定） ６区画 ５１，２７１㎡ 

第３期（平成３２年度分譲予定） ３区画 ２１，６５７㎡ 

 

② 募集概要（第１期）※第２期以降は仮設住宅解消状況により公募を行う。 

公募期間：平成３０年５月７日～３１日 

用途地域：準工業地域、建ぺい率：６０％以下、容積率：２００％以下 

地区計画：南境業務拠点地区計画にて建築物の用途及び壁面の位置等の制限 

環境形成ガイドライン：良好な環境形成とその維持を図るため、環境形成協定を締結 

 

 

 



 

ア 条件 

 ・優先分譲：公共事業移転（市内事業）、既立地事業者の隣接区画追加分譲 

  ※区画単位で分譲及び賃借希望者が競合の場合は、分譲希望者を優先 

 ・募集業種：地区計画に合致する業種及び騒音・振動等により環境の悪化を及ぼさないもの 

 ・取得方法：分譲または賃貸借 

イ 契約・土地の引渡し等 

 ・分譲契約：譲受予定者と売買契約を締結。ただし、予定価格２，０００万円以上かつ面積

が１件５，０００㎡を超える土地の契約は、議会の議決を要する。 

 ・賃貸借契約：借地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条（定期借地権）又は第２３条

（事業用定期借地権等）第２項に規定する借地権を設定 

 

(2) 今後の予定 

 平成３０年５月 公募開始 

平成３０年５月  石巻トゥモロ―ビジネスタウン応急仮設住宅用地の一部返還 

６月 分譲予定者決定及び契約 

         市議会第２回定例会に財産の処分について提案 

７月 土地引渡し 

 

[その他] 

 ・平成２９年度に実施した休日（第１・第３日曜日）窓口開庁の実績（生活環境部） 

 ・三陸復興国立公園「石巻・川のビジターセンター」について（北上総合支所） 

 

以 上 


